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オフィス 商業・物流など 住宅

オフィス仲介大手の三鬼商事が発表した都心5区のオフィスの平均空室率は、6月末時点で9.14％となり、

 

10ヵ月連続の上昇（悪化）となりました。この背景としては、企業のコスト削減意識の高まりから、オフィスの

 

賃貸面積削減の動きが続いていることなどが挙げられます。

 

物件の稼働状況は、REITの収益動向に影響を与えやすいと考えられることから、REIT価格の変動要因とし

 

て注目されています。日本の場合、オフィスへの投資に特化したREITの規模（時価総額）が比較的大きいこ

 

とから、REIT価格は、発表されるオフィスの稼動状況などの数字に影響されやすい面があります。しかし、そ

 

の他の用途への投資を行なうREITも多いことから、それぞれのREITの稼働状況などを確認しておく必要が

 

あると考えられます。一般に、REIT各社は、優れた立地条件や設備などを有する魅力的な物件を多く保有

 

していることから、一般的な賃貸物件よりも稼働率や空室率の悪化が抑えられる傾向にあるようです。

なお、現在、緩やかながら国内の景気回復の動きが続いていることなどを考えると、今後、テナント企業の

 

景況感や設備投資の回復を通じたオフィス・物流の賃貸面積の拡大、および個人消費の持ち直しによる商

 

業施設・住宅への需要増加が期待されます。

2010年7月14日
楽読

 

（ラクヨミ）
Ｖｏｌ.269

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません

ＲＥＩＴ各社の保有物件の稼働状況

物件の

 

空室率

※東京証券取引所の分類による用途別に、時価総額（2010年7月12日現在）上位4REITをそれぞれ掲載。

 

※グラフ中の英数字はREITをあらわしています。銘柄名は以下の通り。なお、（

 

）内は各社の稼働率発表時点。

 

Ａ：日本ビルファンド投資法人（5月末）、Ｂ：ジャパンリアルエステイト投資法人（5月末）、Ｃ：森トラスト総合リート投資法人（3月末）、

 

Ｄ：野村不動産オフィスファンドﾞ投資法人（5月末）、Ⅰ：日本リテールファンドﾞ投資法人（5月末）、Ⅱ：フロンティア

 

不動産投資法人

 

（7月2日現在）、

 

Ⅲ：ユナイテッド・アーバン投資法人（5月末）、Ⅳ：日本ロジスティクスファンド投資法人（5月27日現在）、

 

ⅰ：アドバンス・レジデンス投資法人（5月末）、ⅱ：日本アコモデーションファンド投資法人（6月末）、ⅲ：ビ・ライフ投資法人（5月末）、

 

ⅳ：野村不動産レジデンシャル投資法人（4月末）

 

※各REIT発表の稼働率をもとに空室率を算出

ＲＥＩＴ各社の保有物件の稼働状況

出所：各REIT発表資料
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